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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　偏光子の一方主面にのみポリエステルフィルムが積層された偏光板が、光学表示ユニッ
トの表面に粘着剤層を介して貼り合わされた画像表示装置の製造方法であって、
　張力が付与された離型フィルム上に仮着された偏光板を、光学表示ユニットと対向する
位置に搬送する搬送工程、
　該偏光板の一方の端部を該離型フィルムから剥離するとともに、偏光板の離型フィルム
から剥離された部分の少なくとも一部を、該偏光板の一方の端部が該離型フィルムから剥
離されてから５秒以内に光学表示ユニットの表面に貼り合わせる第１貼着工程、
　第１貼着工程において該偏光板のうち該離型フィルムに仮着されたままであった残り部
分から離型フィルムを剥離しながら、偏光板の残り部分を該光学表示ユニットに貼り合わ
せる第２貼着工程を、この順に有し、
　前記第１貼着工程において、光学表示ユニットの表面に貼り合わせられず離型フィルム
に仮着されたままである偏光板の残り部分は、前記張力が付与された離型フィルムを介し
て張力が付与された状態であり、
　前記第２貼着工程において、単位幅あたり８０Ｎ／ｍ以上１０００Ｎ／ｍ以下の張力を
かけながら離型フィルムを巻き取ることで、偏光板から離型フィルムが剥離される、画像
表示装置の製造方法。
【請求項２】
　前記離型フィルムと前記偏光板とが粘着剤層を介して仮着されており、該粘着剤層を前
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記偏光板と前記光学表示ユニットを貼り合わせるための粘着剤層として用いることを特徴
とする、請求項１に記載の画像表示装置の製造方法。
【請求項３】
　前記搬送工程の前に、前記離型フィルムと前記偏光板とが仮着された積層光学製品から
、該離型フィルムを残して、該積層光学製品の他の部材を所定サイズに切断する切断工程
をさらに有する、請求項１または２に記載の画像表示装置の製造方法。
【請求項４】
　前記切断工程が、離型フィルムと偏光板とが仮着された長尺の積層光学製品が巻回され
たロール原反から、当該積層光学製品を繰り出したものを所定サイズに切断することを特
徴とする、請求項３に記載の画像表示装置の製造方法。
【請求項５】
　前記偏光板は、ポリエステルフィルムの偏光子と対向する主面に易接着層が形成された
ものであることを特徴とする、請求項１～４のいずれかに記載の画像表示装置の製造方法
。 

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学表示ユニットの少なくとも一方主面に偏光板が貼り合わされた画像表示
装置の製造方法に関する。就中、本発明は、液晶セルの少なくとも片面に偏光板が貼り合
わされた液晶パネルの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、一般に光学表示ユニットとしての液晶セルと、バックライトユニット
等の光源装置や駆動回路等を組み合わせて形成されるが、その画像形成方式から液晶セル
表面を形成するガラス基板に偏光板を配置することが必要不可欠である。このような液晶
パネルの製造方法として、従来は、所定の大きさに切断された偏光板と、液晶セルとを粘
着剤等によって貼り合わせる方法が広く用いられている。また、歩留まり向上や、コスト
低下等の観点から、所定サイズに切断された偏光板を吸着手段を用いて液晶セル上に移送
し、ローラを用いて貼り合わせる方法が提案されている（例えば特許文献１）。
【０００３】
　一方、液晶パネルに用いられる偏光板として、一般的には、ポリビニルアルコール系フ
ルムとヨウ素等の二色性材料からなる偏光子の両面に、トリアセチルセルロース等を用い
た偏光子保護フィルムをポリビニルアルコール系接着剤により貼り合わせたものが用いら
れている。しかしながら、トリアセチルセルロースは耐湿熱性が十分でなく、トリアセチ
ルセルロースフィルムを偏光子保護フィルムとして用いた偏光板を高温又は高湿下におい
て使用すると、偏光度や色相等の偏光板の性能が低下するという欠点がある。このような
問題を解決するために、偏光子保護フィルムとして、ポリエチレンテレフタレートに代表
されるようなポリエステルフィルムを用いることが提案されている（例えば特許文献２、
３参照）。ポリエチレンテレフタレートフィルムは、安価であり機械的強度や耐湿性等の
特性に優れる。そのため、これを偏光子保護フィルムとして用いることで、品質の高い偏
光板を低コストで作製し得ることから、偏光子保護フィルムへの応用が検討されている。
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－１４００４６号公報
【特許文献２】特開平８－２７１７３３号公報
【特許文献３】特開平８－２７１７３４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　一方で、偏光子保護フィルムとしてポリエチレンテレフタレート等のポリエステルフィ
ルムを用いた偏光板は、湾曲（カール）を生じやすい傾向がある。そのため、従来の画像
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表示装置の製造方法では、上記偏光板を液晶セル等の光学表示ユニットに精度よく貼り合
わせることが困難となる傾向があった。
【０００６】
　かかる観点から、本発明は湾曲する偏光板を液晶セル等の光学表示ユニットへ精度よく
貼り合わせることができる画像表示装置の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題は、偏光板を、張力を付与した搬送シートとしての離型フィルム上に仮着した
状態で光学表示と対向する位置へ搬送し、当該離型フィルムを介して張力が付与された状
態で湾曲を抑制しながら光学表示ユニットに偏光板を貼り合わせることによって解決し得
る。
【０００８】
　すなわち、本発明は、偏光子の一方主面にのみポリエステルフィルムが積層された偏光
板が、光学表示ユニットの表面に粘着剤層を介して貼り合わされた画像表示装置の製造方
法であって、張力が付与された離型フィルム上に仮着された偏光板を、光学表示ユニット
と対向する位置に搬送する搬送工程、該偏光板の一方の端部を該離型フィルムから剥離す
るとともに、偏光板の離型フィルムから剥離された部分の少なくとも一部を、該偏光板の
一方の端部が該離型フィルムから剥離されてから５秒以内に光学表示ユニットの表面に貼
り合わせる第１貼着工程、第１貼着工程において該偏光板のうち該離型フィルムに仮着さ
れたままであった残り部分から離型フィルムを剥離しながら、偏光板の残り部分を該光学
表示ユニットに貼り合わせる第２貼着工程を、この順に有し、前記第１貼着工程において
、光学表示ユニットの表面に貼り合わせられず離型フィルムに仮着されたままである偏光
板の残り部分は、前記張力が付与された離型フィルムを介して張力が付与された状態であ
り、前記第２貼着工程において、単位幅あたり８０Ｎ／ｍ以上１０００Ｎ／ｍ以下の張力
をかけながら離型フィルムを巻き取ることで、偏光板から離型フィルムが剥離される。
【０００９】
　本発明の一実施形態によれば、前記離型フィルムと前記偏光板とが粘着剤層を介して仮
着されており、粘着剤層を偏光板と光学表示ユニットを貼り合わせるための粘着剤層とし
て用いることができる。
【００１０】
　さらに、本発明の別の実施形態によれば、前記搬送工程の前に、前記離型フィルムと前
記偏光板とが仮着された積層光学製品から、離型フィルムを残して、積層光学製品の他の
部材を所定サイズに切断する切断工程をさらに有する。切断工程の一形態においては、離
型フィルムと偏光板とが仮着された長尺の積層光学製品が巻回されたロール原反から、当
該積層光学製品を繰り出したものを所定サイズに切断することができる。
【００１１】
　本発明の製造方法の一実施形態において、前記偏光板は、ポリエステルフィルムの偏光
子と対向する主面に易接着層が形成されたものであることが好ましい。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の製造方法によれば、偏光板を、張力を付与した搬送シートとしての離型フィル
ム上に仮着した状態で光学表示ユニットと対向する位置へ搬送するため、偏光板に張力が
付与された状態でその湾曲を抑制しながら、光学表示ユニットに偏光板を貼り合わせるこ
とができる。そのため、偏光子保護フィルムとしてポリエステルフィルムを用いた偏光板
のように湾曲し易い偏光板であっても、光学表示ユニットに精度よく貼り合わせることが
できる。
【００１３】
　また、搬送工程の前に、前記離型フィルムと前記偏光板とが仮着された積層光学製品か
ら、該離型フィルムを残して、該積層光学製品の他の部材を所定サイズに切断することに
よって、偏光板の切り出しから光学表示ユニットへの貼り合わせを一連の工程で実施し得
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るため、工程数を削減し、歩留まりの向上も期待し得る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　本発明は、画像表示装置の製造方法、とりわけ、光学表示ユニットと偏光板の貼り合わ
せ方法に関する。まず、本発明の製造方法に用いられる偏光板および光学表示ユニットの
好ましい形態について説明する。
【００１５】
＜偏光板＞
　本発明の製造方法に用いられる偏光板の積層形態の一例を図１（ａ）～（ｃ）に示す。
当該偏光板は、少なくとも１枚のポリエステルフィルムＥと偏光子Ｐとが積層されている
。
【００１６】
［ポリエステルフィルム］
　ポリエステルフィルムＥは、偏光子保護フィルムとして用いられるものである。ポリエ
ステルフィルムを形成する材料は特に限定されないが、例えば、テレフタル酸、イソフタ
ル酸、オルトフタル酸、２，５－ナフタレンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボ
ン酸、１，４－ナフタレンジカルボン酸、１，５－ナフタレンジカルボン酸、ジフェニル
カルボン酸、ジフェノキシエタンジカルボン酸、ジフェニルスルホンカルボン酸、アント
ラセンジカルボン酸、１，３－シクロペンタンジカルボン酸、１，３－シクロヘキサンジ
カルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸、ヘキサヒドロテレフタル酸、ヘキサ
ヒドロイソフタル酸、マロン酸、ジメチルマロン酸、コハク酸、３，３－ジエチルコハク
酸、グルタル酸、２，２－ジメチルグルタル酸、アジピン酸、２－メチルアジピン酸、ト
リメチルアジピン酸、ピメリン酸、アゼライン酸、ダイマー酸、セバシン酸、スベリン酸
、ドデカジカルボン酸等のジカルボン酸と、エチレングリコール、プロピレングリコール
、ヘキサメチレングリコール、ネオペンチルグリコール、１，２－シクロヘキサンジメタ
ノール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、デカメチレングリコール、１，３－プロ
パンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサジ
オール、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）スルホン等のジオールを、それぞれ１種を重縮合してなるホモポリマー、又はジカ
ルボン酸１種以上とジオール２種以上を重縮合してなる共重合体、あるいはジカルボン酸
２種以上とジオールを１種以上重縮合してなる共重合体、及びこれらのホモポリマーや共
重合体を２種以上ブレンドしてなるブレンド樹脂のいずれかのポリエステル樹脂を挙げる
ことができる。中でも、ポリエチレンテレフタレート樹脂が好ましく用いられる。
【００１７】
　ポリエステルフィルムは、例えば上記のポリエステル樹脂をフィルム状に溶融押出、キ
ャスティングドラムで冷却固化させてフィルムを形成させる方法等によって得られる。ポ
リエステルフィルムＥとしては、無延伸フィルム、延伸フィルムのいずれも用いることが
できる。例えば、複屈折が小さいものが要求される場合には無延伸フィルムを好適に用い
ることができる。また、複屈折を液晶表示装置の光学補償に用いる場合等においては、延
伸フィルムを好適に用いることができる。また、延伸フィルム、特に二軸延伸フィルムは
強度の点からも好適に用いられる。
【００１８】
　ポリエステルフィルムＥが延伸フィルムである場合、その延伸方法は特に限定されず、
縦一軸延伸法、横一軸延伸法、縦横逐次二軸延伸法、縦横同時二軸延伸法等を採用するこ
とができる。延伸手段としては、ロール延伸機、テンター延伸機やパンタグラフ式あるい
はリニアモーター式の二軸延伸機等、任意の適切な延伸機によることができる。
【００１９】
　上記ポリエステルフィルムＥの厚みは、５～５００μｍが好ましく、５～２００μｍが
より好ましく、１０～１５０μｍがさらに好ましい。厚みが前記範囲より小さいと、フィ
ルムが破断しやすくなり、偏光板に適用したときの強度に問題が生じたり、水分遮断性が
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不十分となり、偏光子の耐久性に劣る場合がある。厚みが前記範囲より大きいと、フィル
ムの屈曲性に欠け、ハンドリング性が低下したり、ポリエステルフィルム自身の製造が困
難となる場合がある。
【００２０】
［易接着層］
　上記ポリエステルフィルムＥは、偏光子Ｐとの接着性を高める観点から、偏光子Ｐと貼
り合わせる側の面に易接着層Ｈが形成されたものであることが好ましい。かかる易接着層
Ｈとしては、親水性セルロース誘導体、ポリビニルアルコール系化合物、親水性ポリエス
テル系化合物、ポリビニル系化合物、（メタ）アクリル酸化合物、エポキシ樹脂、ポリウ
レタン化合物、天然高分子化合物等により形成されたものが挙げられる
【００２１】
　親水性セルロース誘導体としては、メチルセルロース、カルボキシメチルセルロース、
ヒドロキシセルロース等が挙げられる。
【００２２】
　ポリビニルアルコール系化合物としては、ポリビニルアルコール、酢酸ビニル－ビニル
アルコール共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリビニルアセタール、ポリビニルホルマール、
ポリニビルベンザール等が挙げられる。特に、ポリエステルフィルムとの接着性の観点か
らは架橋剤を配合することが好ましい。好ましい架橋剤については後述する。
【００２３】
　親水性ポリエステル系化合物としては、スルホン化ポリエチレンテレフタレート等が挙
げられる。
【００２４】
　ポリビニル系化合物としては、ポリ－Ｎ－ビニルピロリドン、ポリアクリルアミド、ポ
リビニルイミダゾール、ポリビニルピラゾール等が挙げられる。
【００２５】
　（メタ）アクリル酸系化合物としては、アクリル酸、カルボキシアルキルアクリレート
、アルキルエステルアクリレート、ヒドロキシアルキルアクリレート、ヒドロキシアルキ
ルアクリレート、メタクリル酸、カルボキシアルキルメタクリレート、アルキルエステル
メタクリレート、ヒドロキシアルキルメタクリレート、ヒドロキシアルキルメタクリレー
ト等が挙げられる。
【００２６】
　エポキシ樹脂としては、アビスフェノール型エポキシ樹脂、ノボラック型エポキシ樹脂
、エポキシ化ポリビニルフェノール等の芳香族エポキシ樹脂類、芳香族エポキシ樹脂の水
添物、シクロヘキサン系エポキシ樹脂、シクロヘキシルメチルエーテル系エポキシ樹脂等
の脂環式エポキシ樹脂類、ポリアルキレンオキサイドグリシジルエーテル、ポリエーテル
ポリオールグリシジルエーテル、ポリエーテルポリオールグリシジルエーテル等の脂肪族
エポキシ樹脂類が挙げられる。
【００２７】
　ポリウレタン化合物としては、アクリルポリオール、ポリエステルポリオール、ポリエ
ーテルポリオール等のポリオール類と、テトラメチレンジイソシアネート、イソホロンジ
イソシアネート等のポリイソシアネート類との反応物等が挙げられる。中でも、ポリエス
テルフィルムとの接着性の観点からはポリエステル系のポリウレタンが好適に用いられる
。
【００２８】
　天然高分子化合物としては、ゼラチン、カゼイン、アラビアゴム等が挙げられる。
【００２９】
　上記の中でも、接着性の観点から、ポリビニルアルコール系誘導体、又はポリウレタン
化合物を好適に用いることができる。
【００３０】
　さらに、上記易接着層Ｈは、架橋剤を含んでいてもよい。特に、易接着層が主としてポ
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リビニルアルコール系化合物やポリビニル系化合物等のように、一般にポリエステルフィ
ルムとの接着性（密着性）が低いものである場合、易接着層Ｈは架橋剤を含むことが好ま
しい。かかる架橋剤としては、例えばアクリル系、スチレン系、エポキシ系、フェノール
系、フェノキシエーテル系、フェノキシエステル系、メラミン系、ウレタン系等の架橋剤
が挙げられる。中でも、ポリエステルと易接着層の密着性を向上させる観点からは、オキ
サゾリン基、ジイミド基、ヒドラジン基、エポキシ基を有している架橋剤を好適に用いる
ことができる。
【００３１】
　易接着層Ｈは、上記の化合物を溶液、分散液、あるいは乳化液としてポリエステルフィ
ルム上に塗布することによって形成することが好ましい。塗布にあたっては、環境汚染を
防ぎ、防爆性を得る観点から、水性塗液として用いることが好ましい。また、ポリエステ
ルフィルムへの水性塗液の濡れを促進する観点や塗液の安定性を向上させる観点において
、界面活性剤を配合することもできる。塗液への界面活性剤の適切な配合量は、界面活性
剤の種類によって異なるが、偏光子と十分な接着性を有するように適宜調製することがで
きる。例えば、水性塗液の固形分１００重量部あたり１～１０部程度含まれていればよい
。
【００３２】
　界面活性剤は、アニオン型、カチオン型、ノニオン型のいずれを用いてもよく、例えば
ポリオキシエチレン－脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステル、グリセリン脂肪酸エ
ステル、脂肪酸金属石鹸、アルキル硫酸塩、アルキルスルホン酸塩、アルキルスルホコハ
ク酸塩、第４級アンモニウムクロライド塩、アルキルアミン塩酸、ベタイン型界面活性剤
等を挙げることができる。
【００３３】
　塗液には、さらに、帯電防止剤、着色剤、紫外線吸収剤、架橋剤、顔料、有機フィラー
、無機フィラーを添加してもよい。
【００３４】
　塗液の固形分濃度は、通常２０重量％以下、好ましくは１～１０重量％である。固形分
濃度が過度に小さいと、ポリエステルフィルムへの塗布性が不十分となる場合があり、固
形分濃度が過度に大きいと、塗液の安定性や塗布層の均一性並びに外観が悪化する場合が
ある。
【００３５】
　水性塗液のポリエステルフィルムへの塗布は、任意の段階で実施することができる。ポ
リエステルフィルムが無延伸フィルムである場合には、フィルム形成後の任意の段階で塗
布することができる。また、ポリエステルフィルムが延伸フィルムである場合には、フィ
ルム形成後の延伸前、延伸後、あるいは延伸の合間のいずれの段階においても塗布するこ
とができる。延伸の合間に塗布するとは、例えば、縦横逐次二軸延伸において、フィルム
を縦延伸した後、横延伸の前に塗布を行うような場合である。特に、テンター延伸機や、
パンタグラフ式あるいはリニアモーター式の二軸延伸機等による延伸は、延伸工程中にフ
ィルムとロールとを接触させる必要がないため、延伸の直前に塗液を塗布することにより
、延伸と塗液の乾燥を１つの工程で実施できるため、好ましい構成である。
【００３６】
　塗液をポリエステルフィルムに塗布する際には、塗布性を向上させる観点から、事前に
フィルム表面にコロナ処理、プラズマ処理等を施すこともできる。
【００３７】
　塗液の塗布量は、易接着層の厚みが０．００１～１０μｍ程度、さらには０．００１～
５μｍ程度、特に０．００１～１μｍ程度となるように調整することが好ましい。塗布層
の厚みが過度に小さいと、偏光子との接着力が不足する場合があり、厚みが過度に大きい
と、ブロッキングが生じたり、ヘイズが上昇したりする場合がある。
【００３８】
　塗布方法としては、公知の任意の塗工法が適用できる。例えばロールコート法、グラビ
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アコート法、ロールブラッシュ法、スプレーコート法、エアーナイフコート法、含浸法、
カーテンコート法を提供することができる。これらは単独で用いてもよく、組み合わせて
用いてもよい。ポリエステルフィルム上に塗布された塗液は、加熱等によって乾燥するこ
とで、易接着層としてフィルム上に形成される。
【００３９】
［偏光子］
　偏光子とは、自然光や偏光から任意の偏光に変換し得るフィルムをいう。本発明に用い
られる偏光子としては、任意の適切な偏光子が採用され得るが、自然光又は偏光を直線偏
光に変換するものが好ましく用いられる。
【００４０】
　本発明に用いられる偏光板においては、偏光子Ｐとして、目的に応じて任意の適切もの
が採用され得る。例えば、ポリビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニ
ルアルコール系フィルム、エチレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水
性高分子フィルムに、ヨウ素や二色性染料等の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの
、ポリビニルアルコールの脱水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等のポリエン系配
向フィルム等が挙げられる。また、米国特許５，５２３，８６３号等に開示されている二
色性物質と液晶性化合物とを含む液晶性組成物を一定方向に配向させたゲスト・ホストタ
イプのＯ型偏光子、米国特許６，０４９，４２８号等に開示されているリオトロピック液
晶を一定方向に配向させたＥ型偏光子等も用いることができる。
【００４１】
　このような偏光子の中でも、高い偏光度を有するという観点、並びにポリエステルフィ
ルムとの接着性の観点から、ヨウ素を含有するポリビニルアルコール系フィルムによる偏
光子が好適に用いられる。偏光子に適用されるポリビニルアルコール系フィルムの材料に
は、ポリビニルアルコール又はその誘導体が用いられる。ポリビニルアルコールの誘導体
としては、ポリビニルホルマール、ポリビニルアセタール等が挙げられる他、エチレン、
プロピレン等のオレフィン、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸等の不飽和カルボン
酸や、そのアルキルエステル、アクリルアミド等で変性したものが挙げられる。ポリビニ
ルアルコールの重合度は、１０００～１００００程度、ケン化度は８０～１００モル％程
度のものが一般に用いられる。
［接着剤層］
【００４２】
　前記ポリエステルフィルムＥと偏光子Ｐとは、接着剤層Ｇを介して積層することが好ま
しい。この際、接着剤層により両者を空気間隙なく積層することが望ましい。また、ポリ
エステルフィルムＥが一方主面に易接着層を有する場合は、図１（ａ）～（ｃ）に示すよ
うに、その易接着層Ｈ形成面と偏光子Ｐとが対向するように接着剤層Ｇを介して積層する
ことが好ましい。接着剤層Ｇは接着剤により形成される。接着剤の種類は特に制限されず
、種々のものを用い得る。
【００４３】
［偏光板の積層形態］
　上記偏光板は、ポリエステルフィルムＥが、偏光子Ｐの少なくとも一方の主面に積層さ
れている。このような実施形態として、例えば図１（ａ）～（ｃ）のような形態が挙げら
れる。以下、これらの構成について順に詳述する。
【００４４】
［積層形態ａ］
　図１（ａ）は、偏光子Ｐの両主面に、ポリエステルフィルムＥが積層されている形態で
ある。かかる形態においては、図１（ａ）に示すように、両方のポリエステルフィルムＥ
に易接着層Ｈが形成されていることが好ましい。また、偏光子Ｐの一方主面に積層される
ポリエステルフィルムＥと、他方主面に積層されるポリエステルフィルムＥは、同一のも
のであってもよく、異なるものであってもよい。
【００４５】
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（偏光子とポリエステルフィルムの積層）
　偏光子Ｐと、ポリエステルフィルムＥとの積層は、光の利用効率の観点からは図１（ａ
）に示すように、両方のポリエステルフィルムＥが接着剤層Ｇを介して偏光子Ｐと積層さ
れていることが好ましい。
【００４６】
［積層形態ｂ］
　図１（ｂ）は、偏光子Ｐの一方主面に、ポリエステルフィルムＥが積層されており、偏
光子Ｐの他方主面にはポリエステル以外の透明フィルムＴが保護フィルムとして積層され
ている形態である。
【００４７】
（透明フィルム）
　ポリエステル以外の透明フィルムＴは特に限定されず、任意のものを用い得る。このよ
うな透明フィルムの材料としては、例えば透明性、機械的強度、熱安定性、水分遮断性、
等方性等に優れる熱可塑性樹脂が用いられる。このような熱可塑性樹脂の具体例としては
、トリアセチルセルロース等のセルロース系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリエーテルス
ルホン系樹脂、ポリスルホン系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリ
イミド系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、（メタ）アクリル系樹脂、環状オレフィン系樹脂
（ノルボルネン系樹脂）、ポリアリレート系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリビニルアル
コール系樹脂、及びこれらの混合物が挙げられる。なお、透明フィルムＴとして、（メタ
）アクリル系、ウレタン系、アクリルウレタン系、エポキシ系、シリコーン系等の熱硬化
性樹脂又は紫外線硬化型樹脂を用いることもできる。
【００４８】
　また、透明フィルムＴとしては、特開２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ０１／３７
００７）に記載のポリマーフィルム、例えば、（Ｉ）側鎖に置換及び／又は非置換イミド
基を有する熱可塑性樹脂と、（ＩＩ）側鎖に置換及び／又は非置換フェニル並びにニトリ
ル基を有する熱可塑性樹脂を含有する樹脂組成物が挙げられる。具体例としてはイソブチ
レンとＮ－メチルマレイミドからなる交互共重合体とアクリロニトリル・スチレン共重合
体とを含有する樹脂組成物のフィルムが挙げられる。フィルムは樹脂組成物の混合押出品
等からなるフィルムを用いることができる。これらのフィルムは位相差が小さく、光弾性
係数が小さいため偏光板の歪みによるムラ等の不具合を解消することができ、また透湿度
が小さいため、加湿耐久性に優れる。
【００４９】
　透明フィルムＴの厚みは、適宜に決定しうるが、前記ポリエステルフィルムの場合と同
様、５～５００μｍが好ましく、５～２００μｍがより好ましく、１０～１５０μｍがさ
らに好ましい。
【００５０】
　透明フィルムＴとしては、複屈折が小さく偏光状態を変換させないもの、位相差板とし
て作用するもののいずれをも用いることができる。
【００５１】
　透明フィルムＴに位相差板として作用するものを用いる場合、その高分子素材としては
、例えば、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラール、ポリメチルビニルエーテル、
ポリヒドロキシエチルアクリレート、ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピル
セルロース、メチルセルロース、ポリカーボネート、ポリアリレート、ポリスルホン、ポ
リエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリエーテルスルホン、ポリフ
ェニレンスルファイド、ポリフェニレンオキサイド、ポリアリルスルホン、ポリアミド、
ポリイミド、ポリオレフィン、ポリ塩化ビニル、セルロース樹脂、環状オレフィン樹脂（
ノルボルネン系樹脂）、又はこれらの二元系、三元系各種共重合体、グラフト共重合体、
ブレンド物等が挙げられる。これらの高分子素材は延伸等により配向物（延伸フィルム）
となる。
【００５２】
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　偏光子Ｐと、ポリエステルフィルムＥとの積層は、前述の如く接着剤層Ｇを介して行う
ことが好ましい。また、偏光子Ｐと透明フィルムＴの積層も同様に、接着剤層Ｇを介して
行うことが好ましい。
【００５３】
［積層形態ｃ］
　図１（ｃ）は、偏光子Ｐの一方主面にポリエステルフィルムＥが積層されており、他方
主面にフィルムが積層されていない形態である。このような形態においては、偏光子Ｐと
、ポリエステルフィルムＥとの積層は、前述の如く接着剤層Ｇを介して行うことが好まし
い。
［その他の光学層］
（表面処理層の形成）
　本発明の製造方法に用いられる偏光板は、少なくとも１枚のポリエステルフィルムＥと
、偏光子Ｐとが積層されていれば、その形態は前記の積層形態（ａ）～（ｃ）に挙げたも
のに限定されず、任意の光学層を追加することができる。このような光学層としては、例
えば、前記ポリエステルフィルムＥ及び／又は透明フィルムＴの、偏光子Ｐを積層しない
主面に、ハードコート層や反射防止処理、スティッキング防止や、拡散ないしアンチグレ
アを目的とした処理を施したものを用いることができる。その他に、偏光板に適用できる
光学層の例としては、輝度向上フィルム、反射層、位相差板等が挙げられる。
【００５４】
［光学層の積層］
　輝度向上フィルム、反射層、位相差板等の光学層は、画像表示装置の製造過程で順次別
個に積層する方式にて形成することができるが、予め積層したものは、品質の安定性や組
立作業等に優れていて製造工程を向上させうる利点がある。積層には粘着剤層等の適宜な
接着手段を用いうる。これらの積層においては、各光学層の光学軸（位相差フィルムの遅
相軸や、偏光子の吸収軸等）は目的とする位相差特性等に応じて適宜な配置角度とするこ
とができる。
【００５５】
（粘着剤層）
　さらに、前記偏光板の一方主面には、光学表示ユニットを貼り合わせるために粘着剤層
を予め設けておくことが好ましい。粘着剤層を形成する粘着剤は特に制限されないが、例
えばアクリル系重合体、シリコーン系ポリマー、ポリエステル、ポリウレタン、ポリアミ
ド、ポリエーテル、フッ素系やゴム系等のポリマーをベースポリマーとするものを適宜に
選択して用いることができる。特に、アクリル系粘着剤の如く光学的透明性に優れ、適度
な濡れ性と凝集性と接着性の粘着特性を示して、耐候性や耐熱性等に優れるものが好まし
く用いうる。
【００５６】
（離型フィルム）
　粘着剤層の露出面に対しては、実用に供するまでの間、その汚染防止等を目的に離型フ
ィルム（セパレータ）が仮着されてカバーすることが好ましい。これにより、通例の取扱
状態で粘着剤層に接触することを防止できる。離型フィルムとしては、例えばプラスチッ
クフィルム、ゴムシート、紙、布、不織布、ネット、発泡シートや金属シート、それらの
ラミネート体等の適宜な薄葉体を、必要に応じシリコーン系や長鎖アルキル系、フッ素系
や硫化モリブデン等の適宜な剥離剤でコート処理したもの等の、従来に準じた適宜なもの
を用いうる。
【００５７】
　なお、偏光板を実用に供する、すなわち、液晶セル等の光学表示ユニットに貼り合わせ
るまでの間に粘着剤層の露出面の汚染防止等を目的として仮着される離型フィルムを、後
述する、偏光板を光学表示ユニットと対向する位置に搬送するための搬送シートとするこ
ともできる。この場合、該離型フィルムは、張力をかけても伸びないかあるいは伸びが小
さい、すなわち、引張弾性率が高い材料から形成されたものが好ましい。このような搬送
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用シートとしての離型フィルムに好適に用い得るものとして、例えば金属シート、ポリイ
ミドフィルム、ポリエチレンテレフタレートフィルム等が挙げられる。
【００５８】
＜光学表示ユニット＞
　本発明の製造方法に用いられる光学表示ユニットとしては、例えば液晶セルのガラス基
板ユニット、有機ＥＬ発光体ユニット等が挙げられる。光学表示ユニットが液晶セルであ
る場合、例えばＴＮ型やＳＴＮ型、π型等の任意なタイプのものを用いうる。液晶表示装
置においては、その画像形成方式から液晶セルのガラス基板ユニットに偏光板を配置する
ことが必要不可欠である。偏光子保護フィルムとしてポリエステルフィルムを用いた前記
偏光板は、液晶セルのガラス基板ユニットの片側又は両側に設置することができる。両側
に前記偏光板を設ける場合、それらは同じものであってもよいし、異なるものであっても
よい。
【００５９】
　光学表示ユニットが有機ＥＬ発光体ユニットである場合、その有機発光層としては、種
々の有機薄膜の積層体が適用可能であり、例えばトリフェニルアミン誘導体等からなる正
孔注入層と、アントラセン等の蛍光性の有機固体からなる発光層との積層体や、あるいは
このような発光層とペリレン誘導体等からなる電子注入層の積層体や、またあるいはこれ
らの正孔注入層、発光層、及び電子注入層の積層体等、種々の組み合わせをもった構成が
知られている。
【００６０】
　このような構成の有機ＥＬ表示装置において、有機発光層は、厚み１０ｎｍ程度ときわ
めて薄い膜で形成されている。このため、有機発光層も透明電極と同様、光をほぼ完全に
透過する。その結果、非発光時に透明基板の表面から入射し、透明電極と有機発光層とを
透過して金属電極で反射した光が、再び透明基板の表面側へと出るため、外部から視認し
たとき、有機ＥＬ表示装置の表示面が鏡面のように見える。
【００６１】
　位相差板及び偏光板は、外部から入射して金属電極で反射してきた光を偏光する作用を
有するため、その偏光作用によって金属電極の鏡面を外部から視認させないという効果が
ある。特に、位相差板を１／４波長板で構成し、かつ偏光板と位相差板との偏光方向のな
す角をπ／４（９０°）に調整すれば、金属電極の鏡面を完全に遮蔽することができる。
【００６２】
　すなわち、この有機ＥＬ表示装置に入射する外光は、偏光板により直線偏光成分のみが
透過する。この直線偏光は位相差板により一般に楕円偏光となるが、とくに位相差板が１
／４波長板でしかも偏光板と位相差板との偏光方向のなす角がπ／４（９０°）のときに
は円偏光となる。
【００６３】
　この円偏光は、透明基板、透明電極、有機薄膜を透過し、金属電極で反射して、再び有
機薄膜、透明電極、透明基板を透過して、位相差板に再び直線偏光となる。そして、この
直線偏光は、偏光板の偏光方向と直交しているので、偏光板を透過できない。その結果、
金属電極の鏡面を完全に遮蔽することができる。
【００６４】
　この円偏光を得るために、例えば、１／４波長板が光学補償層として積層された前記偏
光板用いることで、外光の反射を抑制し、室外でも視認性の高い有機ＥＬ表示装置を得る
ことができる。また、かかる有機ＥＬ表示装置は、前記の液晶表示装置と同様に、耐擦傷
性に優れる点においても好ましい。
【００６５】
　前記偏光板をこのような有機ＥＬ表示装置に用いる場合、光学補償層としての１／４波
長板としてポリエステルフィルムを用いる構成、及び単に偏光子保護フィルムとしてポリ
エステルフィルムを用いる構成のいずれをも採用し得る。
【００６６】
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［画像表示装置の形成］
　画像表示装置１００は、図２に示すように、前記偏光板１１を、粘着剤層１４を介して
前記光学表示ユニットＷの表面に貼り合わせることによって形成される。従来、画像表示
装置の形成においては、液晶セルや有機ＥＬ発光体ユニット等、貼り合わされる光学表示
ユニットのサイズに合わせた所定サイズに切断した偏光板から、離型フィルムを剥離して
粘着剤層が露出した状態とし、これを光学表示ユニットに対向させて貼り合わせる方法が
採用されていた。
【００６７】
　ところで、液晶表示装置や有機ＥＬ表示装置等の画像表示装置の形成にあたり、前記積
層形態ｂ（図１（ｂ））のように、偏光子Ｐの一方主面と他方主面で積層されているフィ
ルムが異なったり、前記積層形態ｃ（図１（ｃ））のように、偏光子Ｐの一方主面のみに
フィルムが積層されている構成の偏光板を用いる場合、ポリエステルフィルムＥが積層さ
れている側の主面と他方の主面では、偏光子Ｐのフィルム界面に付与される応力が異なる
場合がある。また、積層形態ａ（図１（ａ））のように、偏光子Ｐの両主面に、ポリエス
テルフィルムＥが積層されている形態においても、偏光子の光学表示ユニットと対向する
側の主面と反対の側主面とでは求められる光学特性が異なるために、厚みや延伸倍率が異
なり、偏光子の一方の主面と他方の主面では、偏光子Ｐのフィルム界面に付与される応力
が異なる場合が多い。すなわち、偏光子保護フィルムとしてポリエステルフィルムを用い
た偏光板においては、偏光子Ｐの表裏で層構造が異なるため、偏光子に付与される外部応
力がフィルムの表裏で異なる場合がある。この外部応力の差によって、フィルムは湾曲性
を有しやすい。従来技術ではこのように、湾曲（カール）を生じやすい偏光板を精度よく
光学表示ユニットに貼り合わせることが困難となることに鑑み、本発明は搬送工程、第１
貼着工程、第２貼着工程を順に行うことで偏光板１１と光学表示ユニットＷとの貼り合わ
せを行うものである。以下、各工程について説明する。
【００６８】
［搬送工程］
　搬送工程は、図３（ａ）に模式的に示すように張力が付与された離型フィルム１２上に
仮着された偏光板１１を、光学表示ユニットＷと対向する位置に搬送する工程である。こ
のように、離型フィルム１２を搬送シートとすることによって、離型フィルムの搬送張力
によって偏光板の湾曲挙動が抑制されたままで光学表示ユニットの近傍に偏光板を搬送す
ることができる。なお、偏光板と光学表示ユニットとが「対向する」とは両者の主面が平
行となって向かい合う状態のみならず、図３（ａ）に示すように、両者の貼り合わせが可
能な程度に向かい合っていれば足りる。
【００６９】
　搬送シートとしての離型フィルム１２は、前述のごとく粘着剤層の露出面の汚染防止等
を目的として仮着される離型フィルムをそのまま用いてもよいし、これとは別に仮着した
ものであってもよい。このような搬送用の離型フィルムとして好適に用い得るものとして
、前述のごとく、張力をかけても伸びないかあるいは伸びが小さい、すなわち、引張弾性
率が高い材料から形成されたものが好ましく、例えば金属シート、ポリイミドフィルム、
ポリエチレンテレフタレート等が挙げられる。
【００７０】
　搬送シートとしての離型フィルムの厚みは、偏光板との仮着性や搬送性、あるいは、経
済性に優れるという観点から、１０μｍ～１００μｍであることが好ましく、２５μｍ～
５０μｍであることがより好ましい。
【００７１】
　偏光板と搬送シートとしての離型フィルムとを仮着する手段は特に制限されず、例えば
、粘着剤、粘着テープ、水性仮止め剤等を用いることができる。中でも、仮着手段として
粘着剤層を用い、該粘着剤層を、後述する第１および第２貼着工程において偏光板と光学
表示ユニットを貼り合わせるための粘着剤層として用いることが好ましい。かかる観点か
ら、仮着手段としての粘着剤層は、偏光板と離型フィルムとを剥離した場合に偏光板側に
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残存するように設計しておくことが好ましい。かかる観点から、離型フィルムの偏光板と
仮着する側の面は、シリコーン系や長鎖アルキル系、フッ素系や硫化モリブデン等の適宜
な剥離剤でコート処理したものであることが好ましい。
【００７２】
　離型フィルム１２を搬送するめの張力は、例えば、長尺シートの場合であれば、長尺の
離型フィルムを巻き取るための巻取装置を制御することにより行うことができる。また、
各種公知の張力制御装置を用いることもできる。搬送シートとしての離型フィルムにかけ
る張力は、偏光板の湾曲のしやすさや、離型フィルムの厚みに応じて適宜調整することが
好ましい。例えば、離型フィルムとしてポリエチレンテレフタレートフィルムを用いた場
合、離型フィルムの厚みｄに対する、離型フィルム単位幅あたりの張力Ｆの下限値の関係
は表１に示す通りである。表１からわかるように、ｄとＦの２乗の積ｄＦ２が概ね２．５
×１０－１Ｎ２／ｍ以上であれば、偏光板の湾曲を抑制しつつ搬送することが可能である
。一方、離型フィルムが伸びて破断したり、偏光板の光学特性が変化することを防止する
観点から、離型フィルム単位幅あたりの張力Ｆは１０００Ｎ／ｍ以下であることが好まし
い。
【００７３】
【表１】

【００７４】
　離型フィルム１２上に仮着された偏光板１１を、光学表示ユニットＷと対向する位置に
搬送する方法としては、特に制限されず、手動で搬送してもよいし、搬送ロール等で自動
搬送することもできる。上記のように張力を制御する観点からは、制御機構を備えたロー
ル搬送機を用いて搬送することが好ましい。
【００７５】
［第１貼着工程］
　上記搬送工程に続いて、第１貼着工程が行われる。第１貼着工程および後述する第２貼
着工程は、偏光板１１から離型フィルム１２を除去しながら、当該離型フィルムが除去さ
れた偏光板を、粘着剤層（図示せず）を介して光学表示ユニットに貼り合わせる工程であ
る。第１貼着工程は、図３（ｂ）に模式的に示すように、偏光板の一方の端部を離型フィ
ルム１２から剥離するとともに、図３（ｃ）に模式的に示すように、該偏光板の離型フィ
ルムから剥離された部分の少なくとも一部を光学表示ユニットＷの表面に貼り合わせる工
程である。このような工程によれば、離型フィルム１２から剥離された偏光板の一方の端
部を光学表示ユニットに貼り合わせる際、離型フィルムに仮着されたままの残り部分には
離型フィルムを介して張力がかかり続けた状態となるため、偏光板の湾曲を抑制すること
ができる。
【００７６】
　偏光板の一方の端部を離型フィルム１２から剥離するための剥離機構としては、例えば
先端が先鋭なナイフエッジＮを好適に採用し得る。このナイフエッジＮに離型フィルム１
２を巻き掛けて反転移送することにより、離型フィルムを剥離除去すると共に、離型フィ
ルムを剥離した後の偏光板１１を光学表示ユニットＷ面に送り出すように構成し得る。こ
の際に、偏光板１１の一方の端部から離型フィルム１２が剥離されるのと同時または剥離
された直後に当該剥離された部分を光学表示ユニットＷ面と貼り合わせる。離型フィルム
が剥離された直後とは、貼り合わせに支障をきたすような湾曲が偏光板に生じるまでの時
間を意味する。偏光板の一方の端部から離型フィルムが剥離されてから当該剥離された部
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分を光学表示ユニット面と貼り合わせるまでの時間を５秒以内、好ましくは３秒以内とす
ることにより湾曲を抑制し、偏光板と光学表示ユニットの貼り合わせ精度を向上させるこ
とができる。
【００７７】
　偏光板１１と光学表示ユニットＷ面と貼り合わせる方法は特に制限されないが、貼り合
わせを均一に行う観点から押さえローラ３０５によって、偏光板１１を光学表示ユニット
Ｗ面に圧接しながら貼り合わせることが好ましい。押さえローラ３０５はゴムローラであ
ってもよいし金属ローラであってもよい。また、押さえローラは昇降可能に配備されてい
ることが好ましく、前記搬送工程において偏光板１１を光学表示ユニットＷと対向する位
置に搬送する際には押さえローラは光学表示ユニットから離れた位置、例えば、光学表示
ユニットの上面より高い位置まで上昇されてローラ間隔を開けるようになっていることが
好ましい。ローラ３０５の押さえ圧力、動作は、適宜の制御手段によって制御される。
【００７８】
［第２貼着工程］
　上記第１貼着工程の後に、第２貼着工程が行われる。第２貼着工程は、図３（ｄ）に模
式的に示すように、第１貼着工程においては光学表示ユニットＷに貼着されずに離型フィ
ルム１２に仮着されたままであった偏光板１１の残り部分から離型フィルムを剥離しなが
ら、該偏光板の残り部分を該光学表示ユニットに貼り合わせる工程である。この工程は、
第１貼着工程と分離して行ってもよいし、連続して行うこともできる。本発明においては
、上記の搬送工程、第１貼着工程および第２貼着工程を順次有することによって、フィル
ムの湾曲を抑制しながら貼り合わせを行うことができるため、偏光子にポリエステルフィ
ルムが積層された偏光板のように湾曲しやすい偏光板であっても、光学表示ユニットに精
度よく貼り合わせることができる。
【００７９】
　第２貼着工程における偏光板からの離型フィルムの剥離方法としては、特に制限されず
、例えば前記第１貼着工程と同様の剥離方法を採用することができる。また、離型フィル
ムとして長尺のフィルムを用い、これに張力をかけながら巻き取ることで、偏光板から離
型フィルムを剥離しながら、仮着した偏光板の残り部分を光学表示ユニットに貼着するこ
ともできる。この場合の離型フィルムの巻取り張力は、離型フィルムの単位幅に対して、
好ましくは８０Ｎ／ｍ以上であり、より好ましくは、１００～１０００Ｎ／ｍである。張
力を当該範囲とすることによって、光学表示ユニットへの偏光板の貼着精度をより一層高
めることができる。
【００８０】
　なお、図３（ａ）～（ｄ）においては、光学表示ユニットＷの位置を固定し、ナイフエ
ッジＮおよび押さえローラ３０５が可動する形態を図示したが、本発明はかかる形態に限
定されない。例えば図４（ａ）～（ｄ）に示すように、押さえローラ３０５に対向して配
置される案内ローラ３０５１を備え、案内ローラを駆動可能とすることで、光学表示ユニ
ットＷを案内ローラと押さえローラの間に搬送しつつ、前記各工程を連続して行うことも
可能である。また、光学表示ユニットＷは第１貼着工程に供される前に予め洗浄されてい
ることが好ましい。
【００８１】
　また、本発明の製造方法においては、前記搬送工程の前に、前記離型フィルムと前記偏
光板とが仮着された積層光学製品から、該離型フィルムを残して、該積層光学製品の他の
部材を所定サイズに切断する切断工程をさらに有することが好ましい。例えば、偏光板に
粘着剤層を介して離型フィルムが仮着されている場合は、該離型フィルムを残して、偏光
板および粘着剤層を光学表示ユニットサイズに従った所定サイズに切断する。切断工程に
おける切断手段としては、例えば、レーザ装置、カッター、その他の公知の切断手段等が
挙げられる。
【００８２】
　偏光子の保護フィルムとしてポリエステルフィルムが積層された偏光板のように湾曲し
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易い偏光板を事前に所定サイズに切断した場合、湾曲によってそのハンドリングが困難と
なる傾向がある。これに対して、該離型フィルムを残して、偏光板を光学表示ユニットと
対向する位置に搬送する直前に切断することによって、離型フィルムにかかっている張力
によって偏光板の湾曲を抑制しつつ、フィルムを切断することが可能となり、ハンドリン
グ性に優れる。
【００８３】
　さらに、本発明においては、離型フィルムと偏光板とが仮着された長尺の積層光学製品
が巻回されたロール原反から、当該積層光学製品を繰り出し、これを所定サイズに切断す
ることが好ましい。このようにロール原反から所定サイズへの切断をおこなうことによっ
て、ロール原反の準備、切断工程、偏光板と光学表示ユニットの貼り合わせを連続した製
造ラインで実行することができるため、図４（ａ）～（ｄ）に示すように、複数の光学表
示ユニットＷのそれぞれに偏光板１１を連続して貼り合わせることが可能となる。さらに
は、偏光板を所定サイズへの切断された枚葉でハンドリングする必要がなく、生産効率を
高めることができる。また、従来の画像表示装置の製造において、光学フィルム製造メー
カとパネル加工メーカで別に行っていた偏光板の定尺切断と光学表示ユニットへの貼り合
わせを１箇所で連続的に行うことによって、光学フィルム製造メーカにおける偏光板の端
面加工やクリーン包装、輸送梱包、あるいは、パネル加工メーカにおける梱包解体が不要
となる。
【００８４】
　また、本発明の一実施形態として、ロール原反から、当該積層光学製品を繰り出した後
、切断を行う前に偏光板等の欠点の有無を検査するための欠点検査工程を行なうこともで
きる。切断工程の前に欠点検査工程を行う場合、検査に先立って、偏光板に仮着された第
１離型フィルムを除去することが好ましい。これにより、第１離型フィルム１２に付着若
しくは内在する異物やキズ等の欠点、或いは第１離型フィルムに内在する位相差を考慮す
る必要がなく、偏光板１１の欠点検査を行なえる。
【００８５】
　次いで、離型フィルム除去工程後に、欠点検査をする。欠点検査は公知の方法が適用で
き、例えば、自動検査装置及び検査者による目視検査が挙げられる。
【００８６】
　欠点検査に先立って、偏光板１１に仮着された離型フィルム１２を除去する場合、切断
によって偏光板が湾曲するのを防止する観点から、欠点検査後に別の離型フィルム２２を
、偏光板１１に仮着することが好ましい。仮着に際し、気泡等の泡がみが生じないように
行なうことが、平面性維持のため好ましい。仮着方法としては、例えば、離型フィルムの
ロール原反３２２から離型フィルム２２を繰り出し、１又は複数のローラ対で、離型フィ
ルム１２と偏光板１１を挟持し、当該ローラ対で所定の圧力を作用させて貼り合わせる。
ローラ対の回転速度、圧力制御、搬送制御は、適宜の制御手段によって制御される。
【００８７】
　さらに、欠点検査により得られた欠点の位置座標に基づき、欠点部分を避けるように、
切断工程において所定サイズに切断する（スキップカットと称することがある）方法を採
用することもできる。欠点を含む部分は除去あるいは光学表示ユニットではない部材に貼
り合わせるように構成し、所定サイズに切断された良品判定の偏光板を光学表示ユニット
に貼り合わされるように構成する。これにより、光学表示ユニットの歩留まりを大幅に向
上し、リワーク処理を要する頻度を下げることができる。
【００８８】
　以上、本発明の画像表示装置の製造方法の各工程について、光学表示ユニットの一方主
面に偏光板を貼り合わせる例を中心に説明してきたが、光学表示ユニットの両主面に偏光
板を貼り合わせることもできる。例えば、光学表示ユニットとして液晶セルを用い、液晶
表示装置を形成する場合には、液晶セルの両主面に偏光板を貼り合わせることが好ましい
。
【００８９】
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　以下、本発明の製造方法によって、光学表示ユニットの一方主面に偏光板を貼り合わせ
て画像表示装置を形成する実施形態につき、スキップカットによる切断方式の工程のフロ
ーの例を図６の工程フロー図および図７の工程概念図に基づいて説明する。
【００９０】
（１）ロール原反準備工程（図６、Ｓ１）
　長尺に成形された積層光学製品１をロール原反２０１として準備する。この積層光学製
品１は、図５に示すように、少なくとも１枚のポリエステルフィルムＥと偏光子Ｐとが積
層された偏光板１１と、粘着剤層１４と、第１離型フィルム１２とが積層されている。な
お、偏光板１１は、ポリエステルフィルムと偏光子以外の光学層を含んでいてもよい。ま
た、偏光板１１が、前記積層形態ｃ（図１（ｃ））のように、偏光子Ｐの一方主面のみに
フィルムが積層されている構成である場合は、偏光板１１の偏光子Ｐ側の面に、粘着剤層
１４と第１離型フィルム１２とを有することが好ましい。ロール原反は自由回転あるいは
一定の回転速度で回転するようにモータ等と連動されたロール架台装置３０１に設置され
る。
【００９１】
（２）第１離型フィルム除去工程（図６、Ｓ２）
　次いで、準備され設置されたロール原反２０１から、搬送手段３０２により、積層光学
製品１を繰り出して搬送しながら、前記第１離型フィルム１２を除去する。離型フィルム
１２の除去方法としては、例えば、図７に示すように剥離したフィルムをロール２１２ａ
に巻くようにして連続的に剥離する方法、所定サイズ単位に離型フィルムのみをカットし
粘着テープで剥離除去する方法等が挙げられる。剥離機構としては、前記第１貼着工程に
おける、偏光板から離型フィルム１２を剥離するのと同様に、先端が先鋭なナイフエッジ
Ｎ１により、剥離および反転移送を行う方法（図７参照）や、一対のニップロールを構成
する２本のロールのそれぞれに第１離型フィルムおよび偏光板を沿わせるように搬送させ
て剥離すり方法等を好適に採用し得る。
【００９２】
（３）欠点検査工程（図６、Ｓ３）
　次いで、第１離型フィルム除去工程後に、欠点検査をする。欠点検査手段３０３で取得
された欠点の位置座標は、後述の切断手段によるスキップカットに提供される。
【００９３】
（４）第２離型フィルム貼合工程（図６、Ｓ４）
　次いで、欠点検査工程後に、第２離型フィルム２２を、前記粘着剤層１４を介して、前
記偏光板１１に仮着する。図７に示すように、第２離型フィルムのロール原反２２２から
第２離型フィルム２２を繰り出し、１又は複数のローラ対で、第２離型フィルムと偏光板
を挟持し、当該ローラ対で所定の圧力を作用させて貼り合わせる方法を好適に採用し得る
。
【００９４】
（５）切断工程（図６、Ｓ５）
　次いで、切断手段３０４を用いて前記第２離型フィルム２２を切断せずに前記偏光板１
１及び前記粘着剤層１４を所定サイズに切断する。切断手段３０４は、欠点検査工程で検
出された欠点の位置座標に基づいて、欠点部分を避けるように切断を行う。すなわち、欠
点部分を含む切断品は不良品として後工程で排除される。あるいは、切断手段３０４は、
欠点の存在を無視して、連続的に所定サイズに切断してもよい。この場合、後述の搬送工
程、第１貼着工程、第２貼着工程において、当該部分を光学表示ユニットに貼り合わせず
に除去あるいは仮板ユニットに貼り合わせるように構成することも可能である。
【００９５】
（６）搬送工程および第１貼着工程（図６、Ｓ６、Ｓ７）
　次いで、切断工程後に、第２離型フィルム上に粘着剤層１４を介して仮着された偏光板
１１を、光学表示ユニットＷと対向する位置に搬送し（Ｓ６：板搬送工程）、該偏光板の
一方の端部を該離型フィルムから剥離するとともに、該偏光板の離型フィルムから剥離さ
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れた部分の少なくとも一部を光学表示ユニットＷの表面に貼り合わせる（Ｓ７：第１貼着
工程）。
【００９６】
（７）第２貼着工程（図６、Ｓ８）
　その後、前記第１貼着工程において該偏光板のうち第２離型フィルム２２に仮着された
ままであった残り部分から離型フィルムを剥離しながら、該偏光板の残り部分を該液光学
表示ユニットＷに貼り合わせることにより、第２離型フィルム２２を除去しながら、当該
第２離型フィルム２２が除去された偏光板１１を、前記粘着剤層１４を介して光学表示ユ
ニットＷに貼り合わせられる。よって、離型フィルムを剥離しても偏光板１１の湾曲が抑
制された状態で、偏光板１１を光学表示ユニットＷに貼り合わせることができる。
【００９７】
　偏光板貼合手段は、切断処理後に、第２離型フィルムを除去しながら、当該第２離型フ
ィルムが除去された偏光板を、粘着剤層を介して光学表示ユニットＷに貼り合わせる。図
３および図４に示すように、貼り合わせる場合に、押さえローラ３０５によって、偏光板
１１を光学表示ユニットＷ面に圧接しながら貼り合わせることが好ましい。ローラ３０５
の押さえ圧力、動作は、適宜の制御手段によって制御される。剥離機構としては、前述の
ごとく先端が先鋭なナイフエッジＮを用い、このナイフエッジに第２離型フィルム２２を
巻き掛けて逆方向に搬送（反転移送）することにより、第２離型フィルム２２とともに搬
送された偏光板１１から第２離型フィルムを剥離除去しながら、第２離型フィルムを剥離
した後の偏光板１１を、その先端が押さえローラ３０５の中央下部まで搬送することで光
学表示ユニットＷ面に送り出す方法が好適に採用される。
【００９８】
　これら、ロール原反準備工程、切断工程、搬送工程、第１貼着工程、第２貼着工程のそ
れぞれの工程は連続した製造ラインで実行されている。以上の一連の製造工程では、光学
表示ユニットＷの一方主面に偏光板１１を貼り合わせたものであるが、他方の主面に偏光
板、あるいはその他の光学フィルムを貼り合わることもできる。なお、スキップカットを
採用しない切断方式による製造方法においては、第１離型フィルム除去工程、欠点検査工
程、第２離型フィルム貼合工程を省略することができる。
【００９９】
（８）製品検査工程（図６、Ｓ９）
　さらに、連続工程として、製品検査工程を有することが好ましい。製品検査工程として
は、貼り合わせ状態を検査する検査工程と、貼り合わせ後の欠点を検査する検査工程が例
示される。製品検査はいずれか一方のみの検査でもよいが、両方の検査を行なうことが好
ましい。
【０１００】
（９）実装工程（図６、Ｓ１０）
　製品検査工程において、良品判定された光学表示ユニットＷは、画像表示装置に実装さ
れる。例えば、液晶表示装置であれば、両主面に偏光板が貼着された液晶セル、すなわち
液晶パネルに、必要応じて、例えば拡散板、アンチグレア層、反射防止膜、保護板、プリ
ズムアレイ、レンズアレイシート、光拡散板、バックライト等の適宜な部品を適宜な位置
に１層又は２層以上配置し、駆動回路を組込むこと等により形成される。また、光学表示
ユニットが不良品判定された場合、リワーク処理が施され、新たに偏光板が貼られ、次い
で検査され、良品判定の場合、実装工程に移行し、不良品判定の場合、再度リワーク処理
に移行するかあるいは廃棄処分とする。
【０１０１】
　このようにして製造された画像表示装置は、従来の製造方法による画像表示装置と同様
、各種公知の用途に用いることができる。
【実施例】
【０１０２】
　以下に、本発明を実施例を挙げて説明するが、本発明は以下に示した実施例に制限され
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るものではない。
【０１０３】
＜製造例＞
［偏光板の作製］
　厚み３８μｍの二軸延伸ポリエチレンテレフタレートフィルム（三菱化学ポリエステル
フィルム製　Ｔ－１００）をコロナ処理した後、ポリエステル系水分散ウレタン接着剤（
第一工業製薬製　商品名「スーパーフレックスＳＦ２１０」）を、メッシュ＃２００のグ
ラビアロールを備える塗工試験機を用いて塗工し、１５０℃で１分乾燥して、該ポリエチ
レンテレフタレートフィルム上に厚み０．３μｍの易接着層を形成した。
【０１０４】
　ポリビニルアルコールフィルムを延伸してヨウ素で染色した偏光子（厚み２８μｍ）の
一方の主面に、偏光子保護フィルムとして、上記積層面に易接着処理を施した二軸延伸ポ
リエチレンテレフタレートフィルムを、ポリビニルアルコールを主成分とする水溶性接着
剤を介して積層した。上記偏光子の他方の側には、厚み４０μｍのトリアセチルセルロー
スフィルム（コニカミノルタ社製　ＫＣ４ＵＹ）を、上記水溶性接着剤を介して積層して
、偏光板を作製した。
【０１０５】
　この偏光板をＡ４サイズの長方形に裁断して室温に放置すると、二軸延伸ポリエチレン
テレフタレートフィルム側を内側にして、筒状に湾曲するものであった。
【０１０６】
［液晶セル］　
　対角寸法が３０インチの市販の液晶テレビ（シャープ製　商品名「ＡＱＵＯＳ　ＬＣ－
Ｍ３０ＴＶ」）から、搭載されている液晶パネルを取り出し、液晶パネルに貼着されてい
た光学フィルムを全て取り除いて、光学フィルムが貼着されていない液晶セルのガラスユ
ニットを準備した。
【０１０７】
＜実施例１＞
　上記製造例で得られた偏光板を、対角寸法が３０インチとなるように切断し、１５０Ｎ
／ｍの張力をかけた厚み３８μｍで長尺の二軸延伸ポリエチレンテレフタレートフィルム
からなる離型フィルム（積層面にシリコーン離型処理がされたもの）に、アクリル系粘着
剤を介して仮着し、上記液晶セルの上部に搬送した。その後、図３（ａ）および（ｂ）に
示す方法で、上記離型フィルムを一部剥離して、上記アクリル系粘着剤が上記偏光板に残
存して露出するようにした。上記離型フィルムを剥離してから２秒以内に、図３（ｃ）に
示す方法で上記偏光板の剥離した部分を、上記アクリル系粘着剤を介して該液晶セルのガ
ラス面に貼着した。
【０１０８】
　次いで、上記長尺状の離型フィルムに、１５０Ｎの張力をかけながら巻き取ることで、
上記仮着した偏光板の残り部分を、図３（ｄ）に示す方法で上記離型フィルムから剥離し
ながら、上記アクリル系粘着剤を介して液晶セルのガラス表面に貼着し、液晶パネルを作
製した。
【０１０９】
　上記の製造工程において、偏光板は一度も湾曲することがなかった。また、得られた液
晶パネルは、偏光板が、液晶セルからずれることなく、高い精度で貼着されたものであっ
た。
【０１１０】
　このようにカールが発生した状態では、偏光板を枚葉でハンドリングすることが困難と
なるが、本発明の連続方式による製造方法を適用することによって、カールの発生有無に
関わらず画像表示装置を製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【０１１１】
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【図１】偏光板の積層形態を表す概略断面図である。
【図２】画像表示装置の積層形態を表す概略断面図である。
【図３】本発明の製造方法の一実施形態を説明するための概念図である。
【図４】本発明の製造方法の一実施形態を説明するための概念図である。
【図５】積層光学製品の積層形態を表す概略断面図である。
【図６】本発明の製造方法の一例をフローチャートである。
【図７】本発明の製造方法の一例について工程の概要を説明するための概念図である。
【符号の説明】
【０１１２】
　　Ｐ　　　偏光子
　　Ｅ　　　ポリステルフィルム
　　Ｔ　　　透明フィルム
　　Ｈ　　　易接着層
　　Ｇ　　　接着剤層
　　Ｗ　　　光学表示ユニット
　　１　　　積層光学製品
　１１　　　偏光板
　１２　　　離型フィルム
　２２　　　離型フィルム
１００　　　画像表示装置
３０５　　　押さえローラ
　　Ｎ　　　ナイフエッジ
 

【図１】

【図２】

【図３】
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摘要(译)

要解决的问题：提供一种制造方法，通过该制造方法，使用聚酯膜作为
偏振器保护膜的偏振片高度精确地粘附到诸如液晶单元的光学显示单元
上。解决方案：制造图像显示装置的方法包括：将临时粘附到施加有张
力的离型膜的偏振板转移到面向光学显示单元的位置的转移步骤;第一粘
贴步骤，从剥离膜上除去偏振片的一个端部，并将从剥离膜上除去的偏
振片的至少一部分粘贴到光学显示单元的表面上;第二粘贴步骤，将偏光
板的另一部分粘贴到光学显示单元上，同时从偏光板的另一部分上除去
剥离膜，在第一粘贴步骤中将其暂时粘住。 Ž
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